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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１．継続事業の前提に関する注記 

 継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事業又は状況はない。 

 

２．重要な会計方針 

  (1) 固定資産の減価償却の方法 

    ①  車両運搬具、什器備品及び構築物のうち 10 万円以上のものについては、税法に基

づく定率法による減価償却を実施している。 

         ただし、平成 19 年 3 月 31 日以前の取引分については、旧定率法を実施している。 

    ②  10 万円以上 20 万円未満の固定資産については、事業年度毎に一括して 3 年間で減

価償却を実施している。 

③ 少額減価償却資産（30 万円未満）はその取得価額を一括して経理処理している。 

 

 (2) リースにより使用する固定資産に関する注記 

名   称 リース物件の取得原価相当額 未経過リース料相当額 

ｷｬﾝﾀｰ 姫路 800 す 430 8,308,440 円   0 円   

ｷｬﾝﾀｰ 姫路 800 す 960 8,663,760 円   0 円   

ﾀｲﾀﾝ  姫路 400 ち 7801 2,216,160 円   0 円   

ﾘｺｰ  PRO C5100S 3,155,760 円 0 円 

ﾃﾞｭﾄﾛ 姫路 800 す 6920 8,618,400 円 

 

6,463,800 円 

 

  (3) 引当金の計上方法、計上基準 

（計上方法） 退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する額から中小企

業退職共済給付金額及び特定退職者共済給付金額を控除した額を計上

している。 

   （計上基準） 賞与引当金は、職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の

うち当期に帰属する額を計上している。 

  (4)  消費税及び地方消費税の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式により処理している。 
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３．基本財産及び特定資産の増減及びその残高 

  基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。 

    （単位：円） 

科      目 前期残高 当期増加額 当期減少額 当期残高 

基本財産     

    土    地 0  0  0  0  

    定期預金 0  0  0  0  

小      計 0  0  0  0  

    （単位：円） 

科      目 前期残高 当期増加額 当期減少額 当期残高 

特定資産     

    退職給付引当資産 16,962,969 168,053 

 

0 17,131,022 

    減価償却引当資産 20,819,447 1,279,782 3,083,219 

 

 

19,016,010 

     財政運営資金積立資産 30,000,000 30,000,000 30,000,000 30,000,000 

    周年記念事業積立資産 7,500,000 0 0 7,500,000 

    施設整備資金積立資産 11,074,400 3,900,000 11,074,400 

 

3,900,000 

 小      計 86,356,816 35,347,835 44,157,619 77,547,032 

合      計 86,356,816 35,347,835 44,157,619 77,547,032 

 

４. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                                                   （単位：円） 

科      目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に 

対応する額） 

基本財産     

    土    地 0  0  0  0  

    定期預金 0  0  0  0  

小      計 0  0  0  0  

特定資産     

    退職給付引当資産 17,131,022 (    0)  (17,131,022) （17,131,022) 

    減価償却引当資産 19,016,010 

 

(    0)  (19,016,010) (     0) 

    財政運営資金積立資産 30,000,000 (    0)  (30,000,000) (     0) 

    周年記念事業積立資産 7,500,000 (    0)  (7,500,000) (     0) 

    施設整備資金積立資産 3,900,000 

 

(    0)  (3,900,000) (     0) 

小      計 77,547,032 (    0)  (77,547,032) （17,131,022) 

合      計 77,547,032 (    0)  (77,547,032) （17,131,022) 
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５. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。  

                                                                    （単位：円） 

科      目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建    物 6,149,000 51,241 6,097,759 

350,0350 建物付属設備 352,000 

 

1,965 350,035 

構 築 物 16,322,511 3,592,932 12,729,579 

車両運搬具 2,804,109 2,296,760 507,349 

什器備品 15,348,596 

 

 

12,670,740 

 

2,677,856 

合      計 40,976,216 18,613,638 22,362,578 

                                                                  （単位：円） 

科      目 取得価額 損金累計額 当期末残高 

一括償却資産 378,488 378,488 0 

合      計 378,488 378,488 0 

 

 

６. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

                                                                    （単位：円） 

補助金等の名称 交付者 
前期末 

残 高 

当期増加額 当期減少額 
当期末 

残  高 

貸借対 

照表上 

の記載

区分 

補助金（交付金）       

運営補助金 国 0  6,886,000 6,886,000 0  ―  

高齢者活用現役世代・雇用サポート事業補

助金 

国 0  9,114,000 9,114,000 0  ―  

地域就業機会創出・拡大事業補助金 国 0  1,000,000 1,000,000 0  ―  

運営補助金 市 0  6,886,000 6,886,000 0  ―  

高齢者活用現役世代・雇用サポート事業補

助金 

市 0  9,114,000 9,114,000 0  ―  

地域就業機会創出・拡大事業補助金 市 0  1,000,000 1,000,000 0  ―  

合      計  0  34,000,000 34,000,000 0   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


